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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

 

平成23年度

第３四半期

連結累計期間

平成24年度

第３四半期

連結累計期間

平成23年度

 

(自平成23年

　 ４月１日

 至平成23年

    12月31日)

(自平成24年

   ４月１日

 至平成24年

    12月31日)

(自平成23年

４月１日

至平成24年

３月31日)

経常収益 百万円 37,453 36,022 51,126

経常利益 百万円 7,270 7,917 11,848

四半期純利益 百万円 1,910 5,084 ―

当期純利益 百万円 ― ― 5,078

四半期包括利益 百万円 5,323 6,674 ―

包括利益 百万円 ― ― 10,736

純資産額 百万円 99,965 110,814 105,377

総資産額 百万円 2,170,4602,212,7182,124,234

１株当たり四半期純利益金額 円 10.84 28.87 ―

１株当たり当期純利益金額 円 ― ― 28.83

潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額
円 ― ― ―

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
円 ― ― ―

自己資本比率 ％ 4.38 4.75 4.71

 

 
平成23年度第３四半期

連結会計期間

平成24年度第３四半期

連結会計期間

 
(自　平成23年10月１日

  至　平成23年12月31日)

(自　平成24年10月１日

  至　平成24年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額
（△は１株当たり四半期純損失金額）

円 △12.98 16.65

 
(注) １　当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２　第３四半期連結累計期間に係る１株当たり情報の算定上の基礎は、「第４　経理の状況」中、「１ 四半期連結財務諸

表」の「１株当たり情報」に記載しております。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式がないので記載しておりません。

　　 ４　自己資本比率は、((四半期)期末純資産の部合計－(四半期)期末少数株主持分)を(四半期)期末資産の部の合計で除して算

出しております。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当行および当行の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はあり

ません。また、関係会社についても、異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について、当四半期連結累計期間での重要な変更

は該当ありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　以下の記載における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当行グループ(当行および

連結子会社)が判断したものであります。

(1) 業績の状況

 (業績)

当第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日～平成24年12月31日）の業績につきましては、経常収益は、

国債等債券売却益の増加によりその他業務収益が増加しましたが、貸倒引当金戻入益の減少等によりその他経

常収益が減少したことから、前第３四半期連結累計期間比1,431百万円減少して36,022百万円となりました。

一方、経常費用は、役務取引等費用、営業経費がそれぞれ増加しましたが、株式等償却の減少によりその他経

常費用が減少したことから、前第３四半期連結累計期間比2,078百万円減少して28,104百万円となりました。

以上により、経常利益は、前第３四半期連結累計期間比647百万円増加して7,917百万円となり、四半期純利益

は、同3,174百万円増加して5,084百万円となりました。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

①銀行業（銀行業務）

経常収益は、国債等債券売却益の増加によりその他業務収益が増加しましたが、貸倒引当金戻入益の減少

等によりその他経常収益が減少したことから、前第３四半期連結累計期間比885百万円減少して31,902百万

円となりました。

一方、経常費用は、役務取引等費用、営業経費がそれぞれ増加しましたが、株式等償却の減少によりその他

経常費用が減少したことから、前第３四半期連結累計期間比1,919百万円減少して24,593百万円となりまし

た。

以上により、経常利益は、前第３四半期連結累計期間比1,034百万円増加して7,308百万円となりました。

②リース業（リース業務）

経常収益は、金利水準の低下によりその他業務収益が減少したことから、前第３四半期連結累計期間比

321百万円減少して3,965百万円となりました。経常費用は、前第３四半期連結累計期間比128百万円減少し

て3,792百万円となったことから、経常利益は、同194百万円減少して172百万円となりました。

③その他（信用保証業務等）

経常収益は、貸倒引当金戻入益の減少によりその他経常収益が減少したことから、前第３四半期連結累計

期間比221百万円減少して764百万円となり、経常利益も、同194百万円減少して439百万円となりました。

(財政状態)

当第３四半期連結会計期間末（平成24年12月31日）における財政状態につきましては、総資産は、前連結会

計年度末比885億円増加して２兆2,127億円、純資産額は、同55億円増加して1,108億円となりました。

主要な勘定科目につきましては、貸出金は個人貸出、法人貸出、公共貸出ともに増加し、前連結会計年度末比

546億円増加して1兆4,191億円、有価証券は、同140億円増加して6,625億円、預金・譲渡性預金は、法人預金、個人

預金、公共預金ともに増加し、同1,018億円増加して2兆166億円となりました。

 

国内業務部門・国際業務部門別収支

資金運用収益は、有価証券利息配当金が減少したことから、前第３四半期連結累計期間比299百万円減少して

23,753百万円となりました。一方、資金調達費用は、預金利息が利回り低下により減少したことから、前第３四半

期連結累計期間比246百万円減少して1,551百万円となりました。その結果、資金運用収支は、前第３四半期連結

累計期間比52百万円減少して22,202百万円となりました。

役務取引等収支は、支払ローン手数料の増加等により役務取引等費用が増加したことから、前第３四半期連結

累計期間比175百万円減少して3,365百万円となりました。

その他業務収支は、国債等債券売却益の増加等により、前第３四半期連結累計期間比622百万円増加して1,864

百万円となりました。
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種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円)金額(百万円)金額(百万円)金額(百万円)

資金運用収支
前第３四半期連結累計期間 22,130 124 ― 22,254

当第３四半期連結累計期間 21,968 234 ― 22,202

うち資金運用収益
前第３四半期連結累計期間 23,922 145 15 24,052

当第３四半期連結累計期間 23,514 257 18 23,753

うち資金調達費用
前第３四半期連結累計期間 1,792 21 15 1,797

当第３四半期連結累計期間 1,545 23 18 1,551

役務取引等収支
前第３四半期連結累計期間 3,522 18 ― 3,540

当第３四半期連結累計期間 3,347 18 ― 3,365

うち役務取引等収益
前第３四半期連結累計期間 5,236 28 ― 5,265

当第３四半期連結累計期間 5,318 28 ― 5,346

うち役務取引等費用
前第３四半期連結累計期間 1,714 10 ― 1,724

当第３四半期連結累計期間 1,970 10 ― 1,980

その他業務収支
前第３四半期連結累計期間 1,094 147 ― 1,242

当第３四半期連結累計期間 1,688 176 ― 1,864

うちその他業務収益
前第３四半期連結累計期間 4,656 147 ― 4,803

当第３四半期連結累計期間 5,411 178 ― 5,589

うちその他業務費用
前第３四半期連結累計期間 3,561 ― ― 3,561

当第３四半期連結累計期間 3,722 2 ― 3,725

(注) １　「国内業務部門」は国内店の円建取引並びに子会社の取引、「国際業務部門」は国内店の外貨建取引であります。

　　ただし、円建対非居住者取引等は、「国際業務部門」に含めております。

２　「相殺消去額(△)」は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借利息であります。

３　資金調達費用は、金銭の信託運用見合費用(前第３四半期連結累計期間１百万円、当第３四半期連結累計期間２百万

円)を控除して表示しております。
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国内業務部門・国際業務部門別役務取引の状況

役務取引等収益は、前第３四半期連結累計期間比ほぼ横這いの5,346百万円となりました。役務取引等費用は、

支払ローン手数料が増加したことから、前第３四半期連結累計期間比256百万円増加して1,980百万円となりま

した。
 

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

役務取引等収益
前第３四半期連結累計期間 5,236 28 5,265

当第３四半期連結累計期間 5,318 28 5,346

うち預金・貸出業務
前第３四半期連結累計期間 2,083 ― 2,083

当第３四半期連結累計期間 2,129 ― 2,129

うち為替業務
前第３四半期連結累計期間 1,576 27 1,604

当第３四半期連結累計期間 1,555 27 1,582

うち代理業務
前第３四半期連結累計期間 964 ― 964

当第３四半期連結累計期間 969 ― 969

うち証券関連業務
前第３四半期連結累計期間 322 ― 322

当第３四半期連結累計期間 341 ― 341

役務取引等費用
前第３四半期連結累計期間 1,714 10 1,724

当第３四半期連結累計期間 1,970 10 1,980

うち為替業務
前第３四半期連結累計期間 294 10 305

当第３四半期連結累計期間 291 10 301

(注)　「国内業務部門」は国内店の円建取引、「国際業務部門」は国内店の外貨建取引であります。

 国内業務部門・国際業務部門別預金残高の状況

○　預金の種類別残高(末残)
 

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

預金合計
前第３四半期連結会計期間 1,789,449 3,198 1,792,648

当第３四半期連結会計期間 1,832,356 3,546 1,835,903

うち流動性預金
前第３四半期連結会計期間 1,140,346 ― 1,140,346

当第３四半期連結会計期間 1,167,291 ― 1,167,291

うち定期性預金
前第３四半期連結会計期間 641,903 ― 641,903

当第３四半期連結会計期間 651,372 ― 651,372

うちその他
前第３四半期連結会計期間 7,200 3,198 10,398

当第３四半期連結会計期間 13,692 3,546 17,238

譲渡性預金
前第３四半期連結会計期間 154,157 ― 154,157

当第３四半期連結会計期間 180,743 ― 180,743

総合計
前第３四半期連結会計期間 1,943,607 3,198 1,946,805

当第３四半期連結会計期間 2,013,100 3,546 2,016,646

(注) １　流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金

２　定期性預金＝定期預金＋定期積金

３　「国内業務部門」は国内店の円建取引、「国際業務部門」は国内店の外貨建取引であります。ただし、円建対非居住者

取引等は「国際業務部門」に含めております。
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貸出金残高の状況

○　業種別貸出状況(末残構成比)

業種別
前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

国内(除く特別国際金融取引勘定分) 1,357,084100.00 1,419,132100.00

製造業 126,663 9.33 126,407 8.91

農業、林業 22,193 1.64 21,552 1.52

漁業 1,809 0.13 2,271 0.16

鉱業、採石業、砂利採取業 1,293 0.10 1,326 0.09

建設業 37,300 2.75 35,316 2.49

電気・ガス・熱供給・水道業 35,857 2.64 35,664 2.51

情報通信業 8,231 0.61 9,241 0.65

運輸業、郵便業 38,585 2.84 38,861 2.74

卸売業、小売業 129,260 9.52 122,312 8.62

金融業、保険業 43,380 3.20 42,082 2.97

不動産業、物品賃貸業 154,323 11.37 180,842 12.74

学術研究、専門・技術サービス業 3,889 0.29 4,183 0.29

宿泊業、飲食サービス業 20,637 1.52 19,361 1.36

生活関連サービス業、娯楽業 19,122 1.41 19,134 1.35

教育、学習支援業 8,049 0.59 7,156 0.50

医療、福祉 120,644 8.89 127,208 8.96

その他サービス業 21,023 1.55 19,146 1.35

地方公共団体 232,695 17.15 250,957 17.69

その他 332,131 24.47 356,113 25.10

特別国際金融取引勘定分 ― ― ― ―

政府等 ― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

合計 1,357,084― 1,419,132―
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】
 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 297,100,000

計 297,100,000

 

② 【発行済株式】
 

種類

第３四半期会計期間

末現在発行数(株)

(平成24年12月31日)

提出日現在

発行数(株)

(平成25年２月13日)

上場金融商品取引所名又は

登録認可金融商品取引業協会名
内容

普通株式 176,334,000同左
東京証券取引所市場第一部

福岡証券取引所

単元株式数は

1,000株であり

ます。

計 176,334,000同左 ― ―

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】
 

年月日

発行済株式

総数増減数

(千株)

発行済株式

総数残高

(千株)

資本金増減額

 

(百万円)

資本金残高

 

(百万円)

資本準備金

増減額

(百万円)

資本準備金

残高

(百万円)

平成24年10月１日～

平成24年12月31日
― 176,334 ― 14,697 ― 8,771

 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成24年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】
平成24年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式     207,000
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 174,880,000 174,880 ―

単元未満株式 普通株式   1,247,000― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 176,334,000― ―

総株主の議決権 ― 174,880 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」及び「単元未満株式」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ

1,000株(議決権1個)及び700株含まれております。

２　「単元未満株式」には、当行所有の自己株式449株が含まれております。

 

② 【自己株式等】
平成24年９月30日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義

所有株式数

(株)

他人名義

所有株式数

(株)

所有株式数

の合計

(株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

(自己保有株式)

株式会社　宮崎銀行

宮崎市橘通東

四丁目３番５号
207,000 ― 207,000 0.12

計 ― 207,000 ― 207,000 0.12

 ２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１　当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規

則」（昭和57年大蔵省令第10号）に準拠しております。

 

２　当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（自平成24年10月１日　至

平成24年12月31日）及び第３四半期連結累計期間（自平成24年４月１日　至平成24年12月31日）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツの四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
　(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

現金預け金 26,143 31,720

コールローン及び買入手形 34,430 48,350

買入金銭債権 879 373

金銭の信託 2,000 3,063

有価証券 648,569 662,520

貸出金 ※1
 1,364,557

※1
 1,419,132

外国為替 774 1,121

リース債権及びリース投資資産 8,617 8,278

その他資産 11,677 14,240

有形固定資産 23,567 23,139

無形固定資産 4,349 3,624

繰延税金資産 7,366 4,952

支払承諾見返 4,005 4,161

貸倒引当金 △12,670 △11,934

投資損失引当金 △33 △28

資産の部合計 2,124,234 2,212,718

負債の部

預金 1,762,749 1,835,903

譲渡性預金 152,114 180,743

コールマネー及び売渡手形 － 865

借用金 67,174 44,197

外国為替 27 86

社債 12,000 12,000

その他負債 9,313 12,373

役員賞与引当金 30 －

退職給付引当金 7,355 7,719

役員退職慰労引当金 556 491

睡眠預金払戻損失引当金 363 266

偶発損失引当金 236 222

再評価に係る繰延税金負債 2,928 2,872

支払承諾 4,005 4,161

負債の部合計 2,018,856 2,101,903

純資産の部

資本金 14,697 14,697

資本剰余金 8,795 8,795

利益剰余金 65,301 69,247

自己株式 △79 △80

株主資本合計 88,714 92,659

その他有価証券評価差額金 8,538 9,729

土地再評価差額金 2,982 2,889

その他の包括利益累計額合計 11,521 12,619

少数株主持分 5,141 5,535

純資産の部合計 105,377 110,814

負債及び純資産の部合計 2,124,234 2,212,718
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
　【四半期連結損益計算書】
　【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
  至 平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
  至 平成24年12月31日)

経常収益 37,453 36,022

資金運用収益 24,052 23,753

（うち貸出金利息） 18,209 18,194

（うち有価証券利息配当金） 5,782 5,519

役務取引等収益 5,265 5,346

その他業務収益 4,803 5,589

その他経常収益 ※1
 3,332

※1
 1,333

経常費用 30,182 28,104

資金調達費用 1,799 1,553

（うち預金利息） 832 599

役務取引等費用 1,724 1,980

その他業務費用 3,561 3,725

営業経費 19,378 19,612

その他経常費用 ※2
 3,718

※2
 1,233

経常利益 7,270 7,917

特別利益 2 12

固定資産処分益 2 12

特別損失 24 93

固定資産処分損 24 93

税金等調整前四半期純利益 7,248 7,837

法人税、住民税及び事業税 375 823

法人税等調整額 4,395 1,528

法人税等合計 4,771 2,352

少数株主損益調整前四半期純利益 2,477 5,485

少数株主利益 567 400

四半期純利益 1,910 5,084
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
  至 平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
  至 平成24年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 2,477 5,485

その他の包括利益 2,846 1,189

その他有価証券評価差額金 2,428 1,189

土地再評価差額金 417 －

四半期包括利益 5,323 6,674

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 4,755 6,276

少数株主に係る四半期包括利益 568 398
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【会計方針の変更等】

 
当第３四半期連結累計期間

(自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日)

(会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更)
当行及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得し
た有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。
これによる四半期連結財務諸表に与える影響は軽微であります。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 

 
当第３四半期連結累計期間

(自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日)

１　税金費用の処理 連結子会社の税金費用は、当第３四半期累計期間を含む年度の税引前当期純利益
に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当
該見積実効税率を乗じることにより算定しております。

 

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

※１．貸出金のうち、リスク管理債権は次のとおりであります。

　
前連結会計年度

(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間

(平成24年12月31日)

破綻先債権額 1,371百万円 814百万円

延滞債権額 31,883百万円 31,427百万円

３ヵ月以上延滞債権額 ―百万円 ―百万円

貸出条件緩和債権額 7,305百万円 6,621百万円

合計額 40,560百万円 38,864百万円

　　　なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

 

(四半期連結損益計算書関係)

※１．その他経常収益には、次のものを含んでおります。

　
前第３四半期連結累計期間

(自 平成23年４月１日

  至 平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間

(自 平成24年４月１日

  至 平成24年12月31日)

貸倒引当金戻入益 1,448百万円 ―百万円

償却債権取立益 492百万円 497百万円

株式等売却益 150百万円 252百万円

 

※２．その他経常費用には、次のものを含んでおります。

　
前第３四半期連結累計期間

(自 平成23年４月１日

  至 平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間

(自 平成24年４月１日

  至 平成24年12月31日)

貸出金償却 327百万円 221百万円

株式等償却 3,026百万円 93百万円

株式等売却損 239百万円 254百万円

貸倒引当金繰入額 ―百万円 567百万円

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３

四半期連結累計期間に係る減価償却費は、次のとおりであります。

　
前第３四半期連結累計期間

(自 平成23年４月１日

  至 平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間

(自 平成24年４月１日

  至 平成24年12月31日)

減価償却費 2,085百万円 1,918百万円

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間 （自 平成23年４月１日　至 平成23年12月31日）

  １．配当金支払額

 (決議) 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資
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平成23年６月28日
定時株主総会

普通株式 528 3.00平成23年３月31日平成23年６月29日利益剰余金

平成23年11月11日
取締役会

普通株式 528 3.00平成23年９月30日平成23年12月９日利益剰余金

 

  ２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の
末日後となるもの

 
　　　該当ありません。

 

当第３四半期連結累計期間 （自 平成24年４月１日　至 平成24年12月31日）

  １．配当金支払額

 (決議) 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日
定時株主総会

普通株式 528 3.00平成24年３月31日平成24年６月29日利益剰余金

平成24年11月12日
取締役会

普通株式 704 4.00平成24年９月30日平成24年12月10日利益剰余金

 

  ２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の
末日後となるもの

 
　　　該当ありません。

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日)

報告セグメントごとの経常収益及び利益の金額に関する情報
　　　　(単位:百万円)

 
報告セグメント

その他 合　計 調整額
四半期連結損益

計算書計上額銀行業 リース業 計

経常収益

外部顧客に対する経常収益

セグメント間の内部経常収益

 

32,716

70

 

3,999

287

 

36,715

358

 

737

247

 

37,453

605

 

－

△605

 

37,453

―

計 32,7874,28637,07398538,059△605 37,453

セグメント利益 6,274 366 6,640 633 7,273 △2 7,270

(注) １　一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。

２　「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、信用保証業務等を含んでおります。

         ３　セグメント利益の調整額△２百万円は、セグメント間取引消去であります。

　　　　４　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。
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当第３四半期連結累計期間(自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日)

報告セグメントごとの経常収益及び利益の金額に関する情報
　　　　　(単位:百万円)

 
報告セグメント

その他 合　計 調整額
四半期連結損益

計算書計上額銀行業 リース業 計

経常収益

外部顧客に対する経常収益

セグメント間の内部経常収益

 

31,840

61

 

3,701

263

 

35,542

324

 

480

284

 

36,022

609

 

－

△609

 

36,022

―

計 31,9023,96535,86776436,632△609 36,022

セグメント利益 7,308 172 7,481 439 7,920 △2 7,917

(注) １　一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。

２　「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、信用保証業務等を含んでおります。

         ３　セグメント利益の調整額△２百万円は、セグメント間取引消去であります。

　　　　４　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

 

(１株当たり情報)

 

１．１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、次のとおりであります。
 

 

前第３四半期連結累計期間

(自　平成23年４月１日

至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間

(自　平成24年４月１日

至　平成24年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 円 10.84 28.87

(算定上の基礎)    

四半期純利益 百万円 1,910 5,084

普通株主に帰属しない金額 百万円 ― ―

普通株式に係る四半期純利益 百万円 1,910 5,084

普通株式の期中平均株式数 千株 176,135 176,126

 

２．なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないので記載しておりません。

 

２ 【その他】

中間配当

平成24年11月12日開催の取締役会において、第128期の中間配当につき次のとおり決議しました。

中間配当金額　　　　　　　704百万円

１株当たりの中間配当金　　 ４円00銭
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成２５年２月７日

 

株式会社　宮　崎　銀　行

取締役会　御中

 

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ   

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 青野　弘

指定有限責任社員

業務執行社員

 公認会計士 増村正之

指定有限責任社員

業務執行社員

 公認会計士 只隈洋一

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社宮崎銀行の平
成２４年４月１日から平成２５年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２４年１０月１日から平成

２４年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２４年４月１日から平成２４年１２月３１日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。
 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正

に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表

明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的

手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基

準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 

監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社宮崎銀行及び連結子会社の平成２４年１２月３１日現在の財政状態及び同

日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点におい

て認められなかった。
 

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
 

※　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報告

書提出会社が別途保管している。

　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。

 

EDINET提出書類

株式会社宮崎銀行(E03597)

四半期報告書

17/17


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)ライツプランの内容
	(5)発行済株式総数、資本金等の推移
	(6)大株主の状況
	(7)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	(2)四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第３四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第３四半期連結累計期間
	会計方針の変更等
	四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

